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１ 令和７年度予算の概要(１)予算の基本的な考え方

【基本的な考え方】
令和３年度から令和１４年度までを計画期間とし、令和5年８月に改定した千葉市下水道事業中⾧期経

営計画では、３つの基本方針と主要施策に基づき、事業を運営していくこととしています。
令和７年度予算における基本的な考え方、重点事務事業は次のとおりです。

＜基本方針Ⅰ 安全・安心で快適な生活を支える下水道＞
●浸水被害の軽減と対策の強化

雨水管渠や貯留槽などの整備推進、市民による防水板設置費用の一部助成
●地震時における機能の確保

管渠などの耐震化、避難所へのマンホールトイレ設置
液状化地区におけるマンホール浮上防止対策の推進

●ストックマネジメントの推進
施設の点検・補修、老朽化施設の改築（管渠、処理場・ポンプ場）

＜基本方針Ⅱ 環境の保全と循環型社会を目指す下水道＞
●地球温暖化対策の推進・資源の有効利用

下水汚泥固形燃料化施設、太陽光発電設備の導入
＜基本方針Ⅲ 健全な経営に基づいた持続可能な下水道＞

●官民連携の推進
包括的民間委託による維持管理（浄化センター、管渠）

【基本的な考え方】
令和３年度から令和１４年度までを計画期間とし、令和5年８月に改定した千葉市下水道事業中⾧期経

営計画では、３つの基本方針と主要施策に基づき、事業を運営していくこととしています。
令和７年度予算における基本的な考え方、重点事務事業は次のとおりです。

＜基本方針Ⅰ 安全・安心で快適な生活を支える下水道＞
●浸水被害の軽減と対策の強化

雨水管渠や貯留槽などの整備推進、市民による防水板設置費用の一部助成
●地震時における機能の確保

管渠などの耐震化、避難所へのマンホールトイレ設置
液状化地区におけるマンホール浮上防止対策の推進

●ストックマネジメントの推進
施設の点検・補修、老朽化施設の改築（管渠、処理場・ポンプ場）

＜基本方針Ⅱ 環境の保全と循環型社会を目指す下水道＞
●地球温暖化対策の推進・資源の有効利用

下水汚泥固形燃料化施設、太陽光発電設備の導入
＜基本方針Ⅲ 健全な経営に基づいた持続可能な下水道＞

●官民連携の推進
包括的民間委託による維持管理（浄化センター、管渠）
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２ 令和７年度予算における重点事務事業(1) 令和７年度予算と前年度予算との比較
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R6年度補正予算
（約43億円）を含む

R5年度補正予算
（約14億円）を含む

【令和６年度予算と令和７年度予算における主な増減】
○地震対策 約６億円の減額
・令和６年度は耐震化工事の管径が比較的大きなものが対象となっていたことなどが影響している。

○地球温暖化・資源利用 約１０億円の増額
・下水汚泥固形燃料化事業において、機械・電気設備など、施設据え付け工事及び固形燃料化施設（1基目）の試運転を

実施するため。

※重点事務事業の予算額は、給与費等の事務費を除いたもの
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●令和７年度予算と前年度予算との比較（億円）
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●令和７年度予算割合（％）

総事業費

R7年度：約124億円
（R6年度予算：122億円）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

浸
水
対
策

地
震
対
策

ス
ト
マ
ネ

再
構
築

未
普
及

高
度
処
理

温
暖
化

資
源
利
用

官
民
連
携

計
画
外

24.7 22.9

44.9

1.1 2.7
5.4

19.9

0.2 0.0

23.9

17.3

44.1

3.4 3.0
1.4

30.3

0.2 0.2

事
業
費
（
億
円
）

●令和６年度予算との施策別比較（億円）
R6予算

R7予算



R3 R4 R5 R6 R7予算 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

貯留槽
工事

貯留槽
工事

貯留槽
完成

取水・排水
設備

取水・排水
設備(繰越)

貯留槽(1)
工事

管渠工事

貯留槽(1)
完成

管渠工事

貯留槽(2)
工事

貯留槽(2)
工事

貯留槽(2)
完成

貯留槽
工事

貯留槽
完成

管渠工事 管渠工事 管渠工事

管渠工事 管渠工事 管渠工事
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工事
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工事

貯留槽
完成
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設計

設計
設計

土質 測量
模型実験

模型実験
設計

設計

設計

下段

※中長期経営計画中に７地区完成予定
　その他地区については順次整備予定  ： Ｒ７予算を反映した事業スケジュール

 ： 中長期経営計画　事業スケジュール

黒砂
出洲

草野

原東・原西

北部第１
（弁天）

R7進捗率
69％（見込）

上段

地区名
中長期経営計画（R3～R14） R15

以降

東寺山
（みつわ台）

R7進捗率
100％（見込）

宮崎
（宮崎）

R7進捗率
100％（見込）

都第１
（都町）

R7進捗率
100％（見込）

供用開始

供用開始(1)

供用開始

R13より工事着手予定

R9より工事着手予定

供用開始(2)

供用開始

R9より工事着手予定

２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2)各主要施策の予算

① 雨水対策重点地区整備基本方針に基づいた浸水リスクの高い「重点地区」、その他の「一般地区」において、

雨水管渠や貯留槽などの雨水施設の整備を進めます。

また、下水道施設耐水化計画に基づき、下水道施設の耐水化を進めます。

② 市民による防水板設置の費用の一部を引き続き助成します。

主要施策Ⅰ－１
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浸水被害の軽減と対策の強化 2,390百万円 R6補正：93百万円含む

（R6：2,469百万円 前年比： 96.8 %）

宮崎（施工中）

浸水事例（蘇我駅前）

① 雨水整備（重点地区）
弁天、宮崎、みつわ台、都町、黒砂

雨水貯留槽、管渠工事 180m 他

草野、黒砂 設計

【重点地区の事業スケジュール】

進捗率

 R5末 21%

 R6末予定 24%

 R7予定 28%

【全13地区進捗率】
（H30～R19事業費ベース）



２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算
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～重点１３地区箇所図～

No. 地区名 No. 地区名

① 都第１ ⑧ 北部第１

② 高品 ⑨ 草野

③ 本町 ⑩ 黒砂

④ 中央 ⑪ 出洲

⑤ 原東・原西 ⑫ 宮崎

⑥ 東寺山 ⑬ 寒川

⑦ 東千葉

重点地区

工事着手箇所

宮崎（貯留槽設置完了）



浸透施設整備

千城台東、千城台南

② 助成制度

防水板及び雨水貯留浸透施設の設置費用の

一部を助成

6

下水道施設の耐水化

寒川雨水ポンプ場：止水板、設備嵩上

中央浄化センター：防水扉、止水板、設備嵩上

浸透桝 120個

浸透トレンチ 360m

防水扉の設置

雨水整備（一般地区）

誉田町、稲毛海岸、幸町 他

管渠工事 1,024m

２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算



２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算

マンホールトイレ

東日本大震災における被災状況

主要施策Ⅰ－２

7

工事
工事

実施設計

基本設計

地震時における機能の確保 1,728百万円 R6補正：1，123百万円含む

（R6:2,294百万円 前年比：75.3%）

① 大規模地震発生時における下水道の機能を確保するため、千葉市下水道総合地震対策計画（Ｒ４～Ｒ８）に基づき、施設の

耐震化対策を進めていきます。

② マンホールトイレについては、平成29年度からプール水を使用した整備を行い、令和５年度に166箇所の避難所である市立

小・中学校などへの設置を完了し、令和6年度から県立高校への整備を進めています。

（平成28年度までは非常用井戸水を使用し、55箇所に設置完了）

① 下水道施設の耐震化 管渠4.2㎞、 マンホール浮上防止 100箇所

中央区：東千葉 外

稲毛区：轟町 外

若葉区：みつわ台、千城台西、小倉台

美浜区一円：マンホール浮上防止対策

② 処理場・ポンプ場の耐震化

中央浄化センター最初沈殿池電気室、塩素滅菌室

大椎ポンプ場

南部浄化センター汚泥濃縮槽、A系塩素混和池

長作ポンプ場、蘇我雨水ポンプ場、村田雨水ポンプ場

中央浄化センター放流渠

③ マンホールトイレの整備

実施設計 県立高校 ８校

工 事 県立高校 ６校



２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算

① 処理場・ポンプ場設備の改築

中央浄化センター 監視制御設備

南部浄化センター 沈砂池設備

脱水機設備

蘇我雨水ポンプ場 受変電設備

① 急増する老朽化した施設に対して、施設のリスクや状態を評価・分析し、効果的な施設管理を行うため、千葉市下水道

ストックマネジメント計画（Ｒ5～R9）に基づき、老朽化した施設の改築を計画的に進めます。

② 下水道ストックマネジメント計画に基づき、適正に維持管理を行うことにより、より安定的な下水道サービスを

提供していきます。

下水道の機能を
適正に維持します

主要施策Ⅰ－３
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ストックマネジメントの推進 4,408百万円 R6補正：70百万円含む

（R6：4,484百万円 前年比：98.3%）

（参考事例）脱水機の改築



２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算
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２号炉 １号炉

ﾎﾟﾝﾌﾟｽﾃｰｼｮﾝ

東京湾へ

焼却
管理棟

砂ろ過施設正門

特別高圧電気室

流入ゲート

ガスホルダ

汚泥洗浄槽

汚泥消化槽

汚泥焼却施設

脱硫装置

重力濃縮タンク

放
流
渠

至
国
道
３
５
７
号

１－２ １－１

村田雨水ポンプ場

第
二

焼
却
管
理
棟

汚泥焼却３号

最初沈殿池 最終沈殿池

東京湾へ

放流渠

再生水処
理施設

反応タンク最終沈殿池 反応タンク 最初沈殿池

Ｃ系水処理施設

導水渠

管
廊

水処理電気

Ａ系水処理施設

新水処理電気室

管理本館

分配槽

ガスホルダガスホルダ

汚泥処理棟

消化ガス発電設

ガスホルダ

２－２ ２－１

３－１

沈砂洗浄施設

汚泥焼却４号

用水・消毒施設

機械濃縮機汚泥処理棟

沈砂池棟

Ｂ系水処理施設

最終沈殿池 反応タンク 最初沈殿池

監視室

ｶｽ゙ﾌﾛ゙ﾜ棟

ブロワ室

３－２

発電機

塩素混和池

・沈砂池設備改築工事（７－1）

・脱水機機械設備改築工事
・脱水機電気設備改築工事



２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算

（参考事例）護岸塗装

② 下水道管渠の改築 5.8㎞

花見川区：三角町、こてはし台、 外

稲毛区 ：穴川、園生町、 外

マンホール蓋の更新 700個

草野みずのみち（護岸塗装） 59ｍ

（参考事例）管渠の改築

（参考事例）マンホール蓋更新
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２ 令和7年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算

①南部浄化センターにおいて、老朽化が進んでいる汚泥焼却炉の更新にあわせ、温室効果ガス排出量の削減が期待できる

汚泥固形燃料化施設の整備を進めます。

②下水汚泥資源を活用するため、下水汚泥の肥料化の可能性について検討を進めます。

主要施策Ⅱ－３・４

※ ５号燃料化施設 設計・建設
令和５年度（設計、既設ガスホルダ撤去）
令和６年度（管理棟・ホッパ棟建設、機器据付）
令和７年度（機器据付、配管工事、電気工事、試運転）

11
完成イメージ図５号燃料化施設

６号燃料化施設

地球温暖化対策の推進・資源の有効利用 3,030百万円 R6補正：3,020百万円含む

（R6：1,989百万円 前年比：152.3%）

①下水汚泥固形燃料化事業 （ＤＢＯ方式）

下水汚泥固形燃料化施設 ６０wet-ｔ／日 × ２基

５号燃料化施設
設計・建設 令和５年度～令和７年度
運営・維持管理 令和８年度～令和２７年度

６号燃料化施設
設計・建設 令和８年度～令和１０年度
運営・維持管理 令和１１年度～令和３０年度

現況（令和7年3月時点)



２ 令和7年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算
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２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算
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②太陽光発電設備の導入



２ 令和７年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算
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③カーボンニュートラル地域モデル処理場計画への登録

千葉市：山口建設局長 国交省：松原上下水道審議官

※

＜



＜第２期下水道管路施設における包括的民間委託：R8.4.1～R10.3.31＞
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２ 令和7年度予算における重点事務事業 (2) 各主要施策の予算

主要施策Ⅲ－２

・対象区域：美浜区の全域（2,120ha）
・対象期間：３年間 ※令和8～10年度
・対象業務：第１期の対象業務に加えて、不明水調査等を実施

計画的業務の対象範囲を市内全域に拡大

官民連携の推進 17百万円

〇第２期下水道施設包括的民間委託

〇第１期下水道施設包括的民間委託

令和５年度分の実績より下記の検証結果が得られた。

・スケールメリットによるコスト削減：約９％
・ワンストップ対応による時間の短縮：６時間以内→２時間以内

◎更なるコスト削減等を図るため、対象区域等の拡大が望ましい

〇検証結果

・対象区域：美浜区の一部（磯部、高洲、高浜、真砂：734ha）
・対象期間：３年間 ※令和5～7年度
・対象業務：「住民対応業務」⇒ 要望受付,清掃業務,修繕業務

「計画的業務」 ⇒ 管路内点検・調査
「災害対応業務」⇒ 地震時（震度5以上）

実施効果の検証

対象区域の拡大等



３ 令和７年度予算 (1) 収益的収入・支出

増減率増減額R6予算額R7予算額（単位:百万円・税込）

＋1.1%＋33631,08531,421１収益的収入
（下水道事業収益）

＋1.2%＋27723,09023,367（１）営業収益

＋1.0%＋14315,04215,185①下水道使用料

＋1.4%＋1157,9718,086②他会計負担金

＋24.5%＋197796③その他

＋1.1%＋837,8907,973（２）営業外収益

▲22.4%▲76336260①他会計補助金

＋2.1%＋1607,5197,679②⾧期前受金戻入

▲1.8%▲13534③その他

▲23.2%▲2410581（３）特別利益

＋3.3%＋96729,54730,514２収益的支出
（下水道事業費用）

＋3.3%＋88026,39627,276（１）営業費用

＋3.3%＋32910,12010,449①維持管理費

＋2.4%＋39216,11216,504②減価償却費

＋97.3%＋159164323③資産減耗費

＋2.8%＋873,1313,218（２）営業外費用

▲0.2%▲52,8942,889①支払利息

＋38.7%＋92237329②その他

±0%±01111（３）特別損失

±0%±01010（４）予備費

主な増減要因

県印旛沼流域下水道維持
管理負担金増額等による
増

有収水量増加による下水
道使用料収入の増

85 85 90 88 
101 104 

R2 R3 R4 R5 R6 R7

維持管理費（億円） (税込)

（R5まで決算値 R6・R7は予算値）
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収益的収入・支出収益的収入・支出
営業活動（維持管理等事業の運営活動）に伴う収入と支出のこと。下水道事業では主に、下水道使用料、一般会計繰入金が収益的収入に、維持管理

費、減価償却費、企業債利息が収益的支出に該当する。



３ 令和７年度予算 (2) 資本的収入・支出

増減率増減額R6予算額R7予算額（単位:百万円・税込）

▲19.5%▲3,41617,49614,080１ 資本的収入

▲20.3%▲2,63012,96210,332（１）企業債

▲24.0%▲1,7327,2205,488①建設企業債

+53.0%+214404618②流域下水道負担金債

▲20.8%▲1,1125,3384,226③資本費平準化債

▲3.3%▲361,0981,062（２）他会計出資金

▲36.9%▲1,2203,3042,084（３）補助金

+360.8%+469130599（４）負担金

+50.0%+123（５）その他

▲12.9%▲3,59627,86724,271２ 資本的支出

▲25.7%▲2,86611,1388,272（１）建設改良費

▲17.5%▲9165,2314,315①管きょ布設費

+57.5%+265461726②ポンプ場建設費

▲50.0%▲2,2644,5242,260③処理場建設費

+80.9%+89110199④計画認可費

▲4.9%▲40812772⑤給与費

+40.1%+185461646（２）固定資産購入費

▲5.6%▲91716,25615,339（３）償還金

▲7.0%▲87312,50311,630①建設企業債償還金等

▲1.2%▲443,7533,709②資本費平準化債償還金

+16.6%+21214（４）その他

主な増減要因

建設改良費の減に伴う建設企業
債の減

134 133 

101 111 
83 

R3 R4 R5 R6 R7

建設改良費（億円）
(税込)

（R5まで決算値 R6・R7は予算値）
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R6国補正予算に伴いR7に予定し
ていた事業を前倒ししたことに
よる建設改良費の減

資本的収入額が資本的支出額に
対して不足する額101億9,108
万円は、減価償却費や利益など
より生じる補てん財源を充当す
る。（p.18参照）

資本的収入・支出
営業活動以外の施設の建設などの資産の形成に伴う収入と支出のこと。下水道事業では主に、国庫補助金、企業債が資本的収入に、建設改良費、企

業債償還金が資本的支出に該当する。
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収益的収入・支出 資本的収入・支出

収入

支出補てん財源収入

支出

当年度純利益

減価償却費等
（非現金支出）

「資本的収入・支出」は、基本的に収入が不足。

「収益的収入・支出」で生じる当年度純利益や、減価償却費等の非現金支出によって企業内部に
留保される資金によって、「資本的収入・支出」における収入不足を補てんする。

３ 令和７年度予算 (3)予定経営状況

【（参考）収益的収入・支出と資本的収入・支出の関係】



３ 令和５年度決算（４）財務状況

28,988 

28,540 28,680 

29,099 

28,790 

29,707 
30,026 

27,846 27,856 27,786 

28,207 

27,947 

28,689 

29,519 

1,143 

684 

894 891 
844 

1,018 

507 

0

400

800

1,200

1,600

2,000

25,000

27,000

29,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当年度

純利益
収益的収入

・支出

収益的収入 収益的支出 当年度純利益

百万円

収益的収入・支出、当年度純利益

（税抜） （税抜）

百万円

R6支出→R7支出 流域下水道維持管理負担金の増（+445百万円）
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３ 令和７年度予算 (3)予定経営状況

（R5まで決算値 R6・R7は予算値）

10,841 10,384 10,376 
10,449 

10,449 10,809 
9,939 

11,361 11,222 

9,958 

10,743 

10,183 
10,804 

10,185 

1,799 

962 
1,380 1,086 1,352 1,356 1,110 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

補てん財源発生額 補てん財源使用額

補てん財源残高
百万円

補てん財源残高

補てん財源は、企業債の償還等に充当しており、償還額の増加に伴い
その残高は減少傾向にありましたが、R3年度から一般会計繰入金が増
えたことにより、概ね横ばいで推移しています。

（R5まで決算値 R6・7は見込値）



３ 令和５年度決算（４）財務状況

10,629 

12,557 

10,758 

15,056 

12,686 

12,801 

12,475 

16,205 16,728 16,900 16,990 
16,837 

16,256 
15,339 

228,033 
223,861 

217,719 215,785 
211,634 

208,179 205,315 

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

17,500

20,000

22,500

25,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

企業債発行額 企業債元金償還額

企業債残高（右目盛り）

百万円

企業債残高

百万円

R7末時点の企業債残高は、市民一人あたり20.9万円と見込まれます。

（R5まで決算値 R6・7は見込値）
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３ 令和７年度予算 (３)予定経営状況



３ 令和５年度決算（４）財務状況
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13,328 12,937 12,963 
11,537 

12,914 
13,674 13,805 

12,172 12,221 11,959 

10,600 

11,984 

12,656 13,298 

109.5
105.9 108.4 108.9 107.8 108.0

103.8

0

20
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80

100

120

140

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

下水道使用料 汚水処理費

経費回収率（右目盛）

％百万円

下水道使用料・汚水処理費・経費回収率

経費回収率(%)=下水道使用料÷汚水処理費×100

政令市平均:103.4％（R5決算）
（地方公営企業決算状況調査（総務省）による）

（税抜）

「汚水処理費」について

p.16 収益的支出

・汚水処理以外の経費
（雨水処理等）

・使用料以外の財源を
充当する汚水処理経費

汚水処理費
（使用料を充当すべき経費）

・維持管理費（修繕費など）

・資本費（減価償却費、支払利息など）

・維持管理費（修繕費など）
・資本費（減価償却費、支払利息など）

営業費用・
営業外費用

３ 令和７年度予算 (３)予定経営状況

（R5まで決算値 R6・R7は予算値）

R4…物価高騰による市民負担軽減等のため使用料特別減免実施
R6…使用料改定実施（平均改定率5.4%）

「汚水処理費」とは、営業費用・営業外費用に属する汚水処理に
要する経費のうち、使用料を充当すべきものを指す。

なお、「汚水処理費」は、修繕費などの「維持管理費」と、減価償却
費、支払利息などの「資本費」に分けられる。



３ 令和５年度決算（４）財務状況

96.9%
97.4%

98.0%
98.3%

98.9% 98.9% 98.9%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

収納率

下水道使用料収納率

※３月調定分を反映させるため、5月末時点の収納率を記載しています。

R5政令市平均:99.0％
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（R5まで決算値 R6は見込値 R7は目標値）

３ 令和７年度予算 (３)予定経営状況



（参考）予定損益計算書

増減率増減額R6年度R7年度（単位:百万円・税抜）

＋1.2%＋26221,71621,978１．営業収益

＋3.3%＋84925,62526,474２．営業費用

＋15.0%▲587▲3,909▲4,496営業利益

＋1.0%＋817,8947,975３．営業外収益

▲0.6%▲193,0443,025４．営業外費用

▲51.8%▲487941454経常利益

▲24.7%▲249773５．特別利益

±0 %±02020６．特別損失

▲50.2%▲5111,018507当年度純利益

▲1.7ポイント84.7%83.0%営業収支比率

▲1.8ポイント103.3%101.5%経常収支比率

営業収支比率（%）＝営業収益÷営業費用×100
経常収支比率（％）＝（営業収益＋営業外収益）÷（営業費用＋営業外費用）×100
※特別損失は予備費を含む。 23

３ 令和７年度予算 (３)予定経営状況



増減額R6年度R7年度（単位:百万円）

▲2,154447,438445,284資産

▲3,498443,020439,522１．固定資産

＋1,3444,4185,762２．流動資産

▲3,850384,189380,339負債

▲4,176195,133190,957３．固定負債

＋40818,72319,131４．流動負債

▲82170,333170,251５．繰延収益

＋1,69663,24964,945資本

＋1,86141,24243,103６．資 本 金

▲16522,00721,842７．剰 余 金

＋0.6ポイント52.2%52.8%自己資本構成比率

自己資本構成比率(%)=（資本金＋剰余金＋繰延収益）÷ 負債資本合計×100
24

（参考）予定貸借対象表（バランスシート）

３ 令和７年度予算 (３)予定経営状況



増減率増減額中⾧期計画額R7予算額（単位:百万円・税込）

▲6.4%▲2,58640,40837,822１ 収入

±0  %±015,18515,185（１）下水道使用料

▲3.8%▲39610,41410,018（２）一般会計繰入金

＋7.0%▲77711,10910,332（３）企業債

▲41.3%▲1,4453,5002,055（４）国庫補助金

＋16.0%＋32200232（５）その他

▲6.8%▲2,78440,74337,959２ 支出

＋4.4%＋44010,00910,449（１）維持管理費

＋2.7%＋48117,74718,228（２）資本費

±0 %＋115,33815,339①企業債償還金

＋19.9%＋4802,4092,889②支払利息

±0 %±01111（３）特別損失

▲33.7%▲4,20112,4738,272（４）建設改良費

＋95.9%＋328342670（５）その他

＋104.3%＋168161329（６）消費税納税額

－+198▲335▲137３ 資金収支

改築更新の平準化による

主な増減要因

流域下水道建設負担金の
増による

25

（参考）予定資金収支（対中長期経営計画比較）

建設改良費の執行減に
よる

３ 令和７年度予算 (３)予定経営状況


